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災害情報
（平常時、警戒期、応急期、復旧復興期）

◼ 平常時の情報

◼ 防災啓発・教育

◼ 警戒期の情報

◼ 気象警報、避難指示等

◼ 応急期の情報

◼ 被害状況・余震情報等

◼ 安否情報

◼ 生活支援関連（給水など）

◼ 復旧・復興期の情報

◼ 復興まちづくり、伝承

災害発生

各フェーズで市民に重要な災害情報（広域、ローカル） 2



広域大規模災害を想定した放送サービスの維持・確保方策の充実・強化検討チーム（第1回）
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/digital_hososeido/02ryutsu09_04000258.html

災害情報
（平常時：啓発、事前地域対応）

全国共通的な防災知識・対策の普及。当該対策に関する各地域毎での取組みの周知等

『「南海トラフ地震臨時情報」に係る防災対応方針）』（高知市）
https://www.city.kochi.kochi.jp/uploaded/attachment/144988.pdf
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災害情報
（警戒期【早期】：広域情報）

広域的な警戒情報（大型台風、遠地津波等）。各地域での細かな避難行動の参考情報

https://x.com/shinyahoya/status/1823991741093175394

災害時におけるペットの救護対策ガイドライン（環境省）

車で避難・安全確保※される方へ（長野県）
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http://bosai.net/app_introduction/app_introduction_jp.html

災害情報
（平時～警戒期：個々人の情報登録）

アプリでは、平時に個々人の設定を登録し、警戒期等の情報と連動 5



災害情報
（警戒期【切迫期】：通信）

近年に、発表される気象情報は、きめ細かく進化。HP・アプリ等での詳細閲覧

https://d-keikai.sabo-tottori.jp/Top.aspx
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放送波でも、きめ細かな情報の伝達が可能に（機器の制御等も）

災害情報
（警戒期【切迫期】：IPDC）

広域大規模災害を想定した放送サービスの維持・確保方策の充実・強化検討チーム（第1回）
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/digital_hososeido/02ryutsu09_04000258.html

地上デジタル放送波を活用した災害情報伝達手段のガイドライン策定等に係る検討報告書 
参考資料（消防庁）
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地上デジタル放送を活用した災害・防災情報提供に関する検討会報告書（NHK京都 画面イメージ）

居住地近くの危険性（画像・水位・雨量などで分かりやすく）、避難情報をきめ細かく伝達

「Lアラートの現状」（総務省） 今後のLアラートの在り方検討会配布資料

災害情報
（警戒期【切迫期】：CATV等）
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放送局等の間での
情報共有プラットフォーム

広報誌「ぼうさい」令和元年度 第95号

全国の市区町村の避難情報等の共有プラットフォーム（Lアラート）の整備・運用
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放送局等の間での
情報共有プラットフォーム

第28回Ｌアラート運営諮問委員会資料（2019.11.27）

避難情報の伝達形態も、詳細化・高度化の取組み（放送・通信）
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災害情報
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「平成28年熊本地震に関する県民アンケート調査 結果報告書」（熊本県、2017）

発災直後の
住民の情報ニーズ
余震情報など
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「平成28年熊本地震に関する県民アンケート調査 結果報告書」（熊本県、2017）

応急期の情報ニーズは、
ライフラインの復旧見込み
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「平成28年熊本地震に関する県民アンケート調査 結果報告書」（熊本県、2017）

生活再建に係わる
行政情報 などの
ニーズが高まる
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停電時における情報伝達媒体としての放送（ラジオ等）の有用性

能登半島地震時のメディアの役割に関する総合調査報告書（日本民間放送連盟 研究所）

応急期：放送サービスの維持・確保
（放送設備の維持・応急確保）
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災害救助法の制度概要（令和５年６月版）

応急期：放送サービスの維持・確保
（放送設備の維持・応急確保）

災害救助事務取扱要領（令和５年６月）

災害救助法（実施主体：都道府県）において避難所における被災者の情報入手手段の記載16

・受信端末の確保

・従前の放送の維持
・新規の臨時放送の開始



応急期：放送サービスの維持・確保
（放送設備の維持・応急確保）

被災都道府県庁へのリエゾンの派遣（各社による連携） 17



応急期：放送サービスの維持・確保

（都道府県災対本部のライフライン機関LO）

他ライフライン分野（電力等）での被災都道府県庁へのリエゾンの派遣・協力

熊本地震の概ね3か月間の対応に関する検証報告書（熊本県）
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応急期：放送サービスの維持・確保

（都道府県災対本部のライフライン機関LO）

「令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ」（第２回）資料1-3（経済産業省）

LOの活動（官民・異種ライフラインの間での応急復旧の活動方針の調整） 19



応急期：放送サービスの維持・確保
（他のライフラインでの取組事例）

同種のライフライン事業者間の災害時連携に関する、事前計画・訓練等の取組事例

災害時連携計画について（中国電力）
https://www.energia.co.jp/nw/company/activity/disaster/pdf/saigaijirenkei.pdf
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災害対応での組織関連の様態
（リモート支援、リエゾン、PT等）

◼ 横断的組織関係の創造（Galbraith、1973)

① 関係機関間での情報連絡の促進

② 専任の連絡役を配置

③ 一時的なタスクフォースの結成

④ 常設チームの新設
組織間調整のための
情報処理の改善

創造・運用コスト

様式定型化・リモート支援

情報連絡員、リエゾンオフィサー（LO）

突発的事象である災害対応での、分野横断的な業務対応のための段階的な組織連携形態

応急業務担当チーム（救援物資等）

復興対策室
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災害対応での組織関連の様態
（広報広聴業務でのリモート支援）

行政広報広聴業務における、遠隔支援（能登半島地震：珠洲市への神戸市の支援）

https://kobe-note.jp/n/neff179e4819b

https://www.city.kobe.lg.jp/z/shichoshitsu/r6noto_kouhou.html
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応急期：放送サービスの維持・確保
（臨時手段の導入：臨時災害放送局）

臨時災害放送局の設置・運営（CFMから、新規開局）

https://www.soumu.go.jp/soutsu/tohoku/rinziFM.html
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CATV局による臨時災害放送局の事前準備と災害時の設置・運用事例

応急期：放送サービスの維持・確保
（臨時手段の導入：臨時災害放送局）

https://www.soumu.go.jp/soutsu/chugoku/hodo_2013/01sotsu08_01000099.html
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ラジオ原稿（生活支援情報）を、Lアラート経由で
TVデータ放送画面、スマホアプリ、HP等の素材として提供

（益城町、朝倉市など）

臨時災害放送局と通信等との連携

（情報基盤経由での素材共有）

臨時災害放送局の放送原稿等を、Lアラート経由で、各事業者の放送素材等として活用

被災地
臨時災害放送局
ラジオ放送原稿

リモート
代行入力支援
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◼ 「広報広聴（Public Relation）」

◼ 個人と組織の目標を達成するための、
「倫理観」に支えられた「双方向コミュニケーション」と
「自己修正」をベースとしたリレーション活動

◼ 「行政広報」

◼ 正しい情報提供

◼ 公共のために

◼ 市民の立場で

◼ 双方向コミュニケーション

井之上喬（2006）を簡略化

佐藤(2003)を簡略化

各地域の復興にむけた、地域の多様な主体のコミュニケーションの基盤

災害情報
（復旧復興期:地域コミュニケーション）
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災害情報
（復旧復興期：地域コミュニケーション）

https://tcc117.jp/fmyy/

正確・多角な情報を取材・編集・提供し、多様な主体におけるコミュニケーション促進・判断支援28



仙台防災枠組 2015-2030

◼ 災害リスク削減には、マルチハザードアプローチと、性別／年齢／障害等に
より分類されたデータのオープンな交換と普及や、伝統的知識により補完さ
れ、アクセスしやすく、最新の、包括的で、科学に基づいた、機密性のないリ
スク情報に基づいた、包摂的な意思決定が必要である。

災害の事前検討から応急期、復旧復興期を通じて広域・ローカル放送の社会的役割は重要

https://www.bousai.go.jp/kohou/kouhoubousai/r05/107/news_01.html
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